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APEC と TPP の良い関係・悪い関係： 

アジア太平洋の新通商秩序 
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要約 

・TPP の登場によって APEC の役割は終わったのか。FTAAP の実現が現

実味を増す中で、APEC と TPP の関係をどのように見るべきか。 

・APEC から FTAAP への移行は、APEC の変質を意味する。ここに FTAAP

実現に向けた取り組みにおける APEC の限界と、APEC が陥ってしまっ

た大きなジレンマがある。 

・FTAAP への道筋は、APEC 以外の TPP などを通じたものとなり、APEC

はインキュベーター（孵卵器）の役割を担うことになった。 

・しかし、TPP の出現は APEC 内に大きな亀裂を生む結果となった。TPP

はハードルの高い包括的な FTA を目指す。米主導の TPP の動きに中国

は反発、TPP による中国包囲網を警戒し、米国に対する対決姿勢を強め

るなど、APEC 内の米中対立が顕在化しつつある。 

・さらに、FTAAP を睨んだ APEC 内の取り組みも、不協和音が出始めて

いる。次世代貿易・投資の課題とされるイノベーション政策や、環境物

品貿易の自由化などをめぐって、先進国対途上国の対立の構図が生まれ

ている。 

・今後、いかにして APEC 内の対立を調整し、インキュベーターとしての

役割を果たしていくか。APEC はまさに正念場を迎えようとしている。 

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


    

4●季刊 国際貿易と投資 Summer 2013/No.92 

はじめに 

 

アジア太平洋地域の新たな通商秩

序をめぐる動きが加速している。今

やその主役は APEC（アジア太平洋

経済協力会議）ではなく TPP（環太

平洋経済連携協定）である。TPP に

注目が集まる一方で、APEC の活動

への関心は薄くなっている。APEC

の役割はもう終わったのか。 

FTAAP（アジア太平洋自由貿易

圏）の実現が現実味を増す中で、

APEC と TPP の関係をどのように見

るべきか。良い関係かそれとも悪い

関係か、そんな紋切り型の捉え方を

するつもりはない。FTAAP に向けた

動きを見据えれば、APEC と TPP の

関係は代替と補完の両面が併存する

からだ。 

FTAAP は FTA であるから、法的

拘束力をもった協定の締結を前提と

する。だが、APEC は緩やかな協議

体として法的拘束力を持たず、ピア

プレッシャー（仲間からの圧力）を

採用し、各国の自主性を重視する。

したがって、APEC から FTAAP への

移行は、APEC の変質を意味する。

ここに FTAAP 実現に向けた取り組

みにおける APEC の限界と、APEC

が陥ってしまった大きなジレンマが

ある。 

TPP 交渉はこれまで、APEC に加

盟する 11 カ国によって行われてい

る（7 月の交渉会合から日本も参加

すれば 12 カ国）が、APEC とは切り

離されている。 

それは、APEC の規範によって、

APEC域内でのFTAAP実現が困難で

あるからだ。TPP は、パスファイン

ダー（先遣隊）として、APEC を

FTAAP に深化させるための手段と

位置づけられる。FTAAP への道筋は、

APEC 以外の TPP を通じたものとな

り、APEC はインキュベーター（孵

卵器）の役割を担うことになった。 

しかし、その一方で、TPP の出現

は APEC 内に大きな亀裂を生む結果

となった。TPP はハードルの高い包

括的な FTA を目指す。このため、参

加が困難な中国は米主導のTPPの動

きに反発、TPP による中国包囲網を

警戒し、米国に対する対決姿勢を強

めるなど、APEC 内の米中対立が顕

在化しつつある。 

さらに、FTAAP を睨んだ APEC 内

の取り組みも、不協和音が出始めて
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いる。APEC における次世代貿易・

投資の課題とされるイノベーション

政策や、環境物品貿易の自由化など

をめぐって、先進国対途上国の対立

の構図が生まれている。そうした傾

向は、2011 年 APEC ハワイ会合の首

脳宣言をめぐって表面化し、2012 年

ウラジオストック会合でも激しい意

見対立が見られた。 

こうしたなか、2013 年はインドネ

シア、2014 年は中国と、3 年連続で

途上国が APEC 会合の議長国となる。

TPP 交渉が妥結に向けて加速するな

か、これからの APEC と TPP のある

べき関係が問われている。今後、い

かにして APEC 内の対立を調整し、

FTAAPを睨んだ様々なAPEC合意を

積み重ねながら、インキュベーター

としての役割を果たしていくか。

APEC はまさに正念場を迎えようと

している。 

以上のような問題意識にもとづき、

本稿では、APEC と TPP の関係に焦

点を当てながら、FTAAP の実現に向

けた APEC の新たな役割と課題につ

いて論じたい。 

 

Ⅰ 「歴史は繰り返す」：APEC 自

由化をめぐる確執 

 

１．FTAAP で蘇ったクリントン構想 

 

2006 年 11 月の APEC ハノイ会議

でブッシュ政権が提案した FTAAP

構想は、オリジナルなものではない。

1993 年にクリントン政権が打ち出

したがお蔵入りとなってしまった

「新太平洋共同体構想（The New 

Pacific Community）」の復活版である。 

今からちょうど 20 年前に遡ろう。

マレーシアのマハティール首相が欧

米の地域主義に対抗して、米国抜き

の東アジア経済グループ（EAEG, 

East Asian Economic Group）の創設を

提案したことがきっかけとなって、

東アジアの米国離れの動きを警戒し

た米国は、クリントン政権になって

アジア重視の政策に転換した。 

1993 年 7 月、米国経済の再生をス

ローガンにして発足したクリントン

政権は、NAFTA（北米自由貿易圏）

を APEC に包含させ、アジア太平洋

地域を一つの自由貿易圏にするとの

野心的な提案を打ち出した。「新太平

洋共同体構想」と呼ばれるものがそ
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れである。「APEC の FTA 化」、すな

わち、NAFTA と同じような自由貿易

圏をアジア太平洋地域で実現させる

ことであった。 

この構想の狙いが、世界の成長セ

ンターとして成長著しい東アジア地

域の取り込みにあることは言うまで

もない。APEC を通じて自由貿易圏

を形成し、それによって東アジア諸

国に対する市場アクセスの改善を図

り、米国の対アジア輸出を増やし、

貿易赤字を縮小させようとしたので

ある。 

その結果、それまで経済・技術協

力が主たる目的であった APEC の活

動は、米国の強力なイニシアティブ

で貿易・投資の自由化に焦点が移っ

た。だが同時に、自由化に向けての

動きは、APEC 内に深刻な対立をも

たらすことになった。発足当初から

ASEAN が握っていた APEC 運営の

主導権が、実質的に米国に移ったか

らである。マハティールは「APEC

は米国に乗っ取られた」と主張し、

米国主導のAPECに強く反発した 1）。 

クリントン構想は、東アジア諸国

の反発によって米国の思惑通りには

進まなかった。その背景に、貿易・

投資の自由化の進め方について、米

国と東アジア諸国の間で考え方の違

いがあった。 

ASEAN 諸国も、自由化そのもの

に反対したのではなく、米国主導の

下で地域の多様性を無視した形で、

協定のように拘束力をもった取り決

めが結ばれ、急激かつ高圧的な自由

化圧力を受けることに懸念を抱いた

のである。ASEAN 諸国にとって、

どのタイミングでどの分野をどの程

度自由化すべきかについては極めて

重要な問題であり、性急な自由化に

は慎重であった。 

クリントン政権は、東アジア諸国

の反発を受けて、共同体構想の実現

に固執せずにこれを棚上げした。そ

の代り、非公式の APEC 首脳会議で、

共同体とは切り離して、実質的に

APEC 域内の貿易・投資の自由化を

進めていくという「シアトル合意」

を取り付けたのである。クリントン

政権の実利主義にもとづく実にした

たかな経済外交が、このあと展開さ

れる 2）。 
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２．APEC 自由化の取り組み：加

速と減速 

 

1993年のAPECシアトル会議を契

機に、APEC は、米国の主導により

経済・技術協力よりも貿易・投資自

由化にもっぱら重点がおかれるよう

になった。 

シアトル会議では、閣僚会議の他

に初の非公式首脳会議が開催され、

貿易・投資自由化に向けての取り組

みが確認された。貿易・投資自由化

が APEC の主要議題に取り上げられ

るようになると、東アジアへの市場

アクセス改善を狙って、交渉により

強制的に自由化を進めたい米国に対

して、東アジア諸国から懸念が表明

されるなど、米国と東アジア諸国と

の間で域内自由化の進め方をめぐり

確執が顕在化していった。 

1994 年にインドネシアで行われ

た APEC 非公式首脳会議では、「ボ

ゴール宣言」が採択され、先進エコ

ノミーは 2010 年、発展途上エコノミ

ーは 2020 年までに APEC 域内での

貿易・投資自由化を目指すという目

標年次が決められた。 

1995 年の大阪会議では、ボゴール

目標に向けてこれを具体化させるた

めに、「大阪行動指針」というガイド

ラインが採択され、包括性、同等性、

無差別、柔軟性など 9 つの一般原則

（その後追加）と、その具体的な対

象分野として関税、非関税障壁、サ

ービス、投資など 14 分野（その後追

加）が定められた。行動指針には、

「協調的自主的行動」（ concerted 

unilateral action）を基本として、各エ

コノミーのペースで自由化を進めて

いくという APEC 独自の自由化方式

が導入された。 

1996 年のマニラ会議では、各エコ

ノミーが行動指針に基づき自発的に

策定した自由化計画が提出され、個

別行動計画（Individual Action Plan：

IAP）と共同行動計画（Collective 

Action Plan：CAP）からなる「マニ

ラ行動計画」が採択され、1997 年 1

月から実施段階に入ることとなった。 

この間、貿易投資の自由化を主導

する米国と東アジア諸国との間では、

貿易・投資の自由化をめぐり激しい

対立も見られた。しかし、結果的に

は、米国のイニシアティブで APEC

域内の自由化への取り組みが進めら

れた。 
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1993 年から 1996 年の 4 年間は、

APEC の活動が最も高揚した時期だ

った。貿易・投資自由化に関する「シ

アトル宣言」、自由化の達成期限を定

めた「ボゴール宣言」、自由化の進め

方のガイドラインをまとめた「大阪

行動指針」、各エコノミーの自由化に

向けた「マニラ行動計画」などが決

定され、APEC 域内の自由化は、議

論から実行の段階に移行した。しか

し、これ以降、米国の APEC に対す

る熱意も次第に萎んでいくことにな

った。 

さらに、APEC への逆風が吹き始

める。1997 年のバンクーバー会議で

は、7 月に発生したアジア通貨危機

への対応が不十分であり、期待外れ

との内外の批判に曝された。APEC

は地域経済協力の面でその存在意義

を問われて、急速に地盤沈下してい

く。全治 3 年といわれた通貨危機の

後遺症から保護主義が台頭、自由化

の進展にもブレーキがかかった。 

 

３．自由化推進派の決起：TPP の

起源 

 

APEC の自由化の中でとくに注目

される出来事として、早期自主的分

野別自由化（Early Voluntarily Sectoral 

Liberalization: EVSL）の失敗が挙げ

られる 3）。EVSL には、個別行動計

画（IAP）に基づく APEC の自由化

のテンポが遅い点を補うために、比

較的に容易な分野の自由化を先行さ

せることで、ボゴール目標に向けた

自由化に弾みをつけようという狙い

があった。 

1997年に議長国カナダが EVSLの

導入を提案し了承され、11 月のバン

クーバー会議で 15 分野（うち 9 分野

を先行実施）が採択された。98 年の

クアラルンプール会議で優先 9 分野

の一括自由化について協議が行われ

たが、事実上決裂に終わる。 

日本が、センシティブな林産品と

水産非品の 2 分野について一括自由

化を拒否したからだ。APEC で協議

するよりも WTO の新ラウンドで協

議する方が望ましいとする日本の主

張は、両分野の早期の自由化を避け

たい口実であった。 

これをきっかけに、積極的に域内

の自由化を推進していくべきだとす

る米国や豪州、NZ などの積極派と、

APEC での自由化はあくまで自主的

http://www.iti.or.jp/

http://www.iti.or.jp/


APECと TPPの良い関係・悪い関係：アジア太平洋の新通商秩序 

季刊 国際貿易と投資 Summer 2013/No.92●9 

な作業の積み重ねに基づくべきだと

する日本、東アジア諸国の慎重派と

の対立が一気に顕在化した。 

APEC 内の自由化の遅さに失望し

たメンバーは少なくなかった。EVSL

の失敗がきっかけとなって、その後、

APEC の自由化方式に限界と危機感

を持ったメンバー5 カ国（米国、豪

州、NZ、チリ、シンガポール）が、

度々APEC 会議の折に会合を持つよ

うになり、自由化を推進するための

新たな方法を協議した。その結論が、

APEC を飛び出して FTA を立ち上げ

ることであった。途中で米国と豪州

が抜けるが、3 カ国が 2005 年の

APEC 貿易大臣会合で高度な FTA を

結ぶことを発表、これにブルネイが

加わって、2006 年に P4（パシフィ

ック 4）が発足した 4）。 

小国による FTA だったため、当初

は全く注目されなかったが、P4 は、

APEC の他メンバーの追加参加を通

じてより広域の FTA につなげるこ

とを目的としていた。脚光を浴びる

ようになったのは、2008 年に米国が

参加を表明、それに追随して豪州、

ペルー、ベトナムが参加してからだ。

呼び名も P4 から TPP に変更され、

2010年 3月から新しい協定をつくる

ための TPP 交渉が始まった 5）。 

 

Ⅱ なぜ APEC ジレンマに陥った

のか 

 

１．FTAAP 実現への道筋 

 

FTAAP 構想は、アジア太平洋地域

における広域 FTA であり、貿易・投

資の自由化と幅広い分野の経済上の

連携を目指すものだ。2004 年に

ABAC（APEC ビジネス諮問委員会）

がサンチャゴでの首脳会議にこの構

想を提案した。 

当初、実現可能性の点から冷遇さ

れていたが、2006 年にベトナムのハ

ノイで行われた APEC 首脳会議で米

国が FTAAP 構想を打ち出すと、一

気に関心が高まった。FTAAP は長期

的な目標として位置づけられ、これ

を促進する方法と手段について研究

を実施することで合意した。 

クリントン構想の焼き直しだが、

米国が FTAAP を提案した背景には、

東アジア地域主義の台頭があった。

東アジア経済共同体を視野に入れた

ASEAN＋3やASEAN＋6の提案はい
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ずれも米国を排除したもので、そう

した動きを牽制する狙いがあった 6）。 

さて、2009 年のシンガポールでの

首脳会議は、2010 年に FTAAP の実

現に向けた道筋を検討することで一

致した。これを受けて、2010 年、横

浜で開催された APEC 首脳会議で、

FTAAP への道筋が採択された。

FTAAP は、ASEAN＋3、ASERAN＋

6、TPP の 3 つの地域的な取り組みを

基礎として更に発展させることによ

り、包括的な FTA として追求される

べきことになった。 

なお、その後、2011 年の東アジア

サミットの合意で、ASEAN＋3 と

ASEAN＋6 は RCEP（東アジア地域

包括的経済連携）に収斂された。し

たがって、今後は、TPP と RCEP の

同時進行によって FTAAP の実現を

目指すことになった。 

一方、APEC は、FTAAP のインキ

ュベーター（孵卵器）と位置づけら

れた。すなわち、APEC は FTAAP の

実現に向けて、FTAAP に含まれるべ

き「次世代の貿易・投資」の問題を

整理し、対処することに重要な役割

を果たすことになった。 

 

２．APEC の変質とその限界 

 

さて、ポスト・ボゴール目標とし

て FTAAP 実現が位置づけられたこ

とにより、APEC は新たな段階に入

った。APECからFTAAPへの移行は、

最終的には APEC の変質を意味する

7）。 

1989 年に創設された APEC は、3

つの特徴をもつ。第 1 に、APEC は、

コンセンサス（全会一致）方式を基

礎とした「緩やかな協議体」であり、

交渉でなく協議の場とされる。また、

合意内容は協定でなく、声明や宣言

の形式をとり、あくまで自主的な努

力目標であって法的な拘束力はない。 

拘束力のない自主的な実施で十分

な成果が得られるのかといった指摘

は多い。これについては、各国取り

組みの進捗状況を定期的に公表する

など、ピアプレッシャー（ peer 

pressure）を採用している。 

第 2 に、APEC は、「開かれた地域

主義（Open Regionalism）」を基本理

念とし、域内で実施された自由化措

置を域外にも適用するという最恵国

待遇を採用している。アジア太平洋

地域における地域協力の枠組みを重

http://www.iti.or.jp/
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視しつつ、他方においてグローバル

な視点を持ち、差別的な経済ブロッ

クとは一線を画した。 

「開かれた地域主義」は、排他性

の強い伝統的な地域主義とは異なる

新しい地域主義の概念であり、WTO

のグローバリズムと背反せず、その

実現につながるものとしてグローバ

リズムに大きく踏み込んだ概念とい

える。 

第 3 に、APEC の加盟国には先進

国と途上国が参加しており、このた

め、貿易・投資の自由化に加えて、

経済・技術協力の推進も APEC の目

標とされた。しかし、米豪などの先

進国は必ずしもこれに強い関心を示

さず、どちらかといえば停滞気味だ

ったと言ってもよい。 

他方、FTAAP は、法的拘束力を持

つ差別的な貿易協定である。したが

って、APEC が FTAAP の実現を目指

すことは、APEC の変質を余儀なく

する。第 1 に、「開かれた」地域主義

から「閉じられた」地域主義への移

行、第 2 に、非拘束原則の放棄、第

3 に、経済・技術協力の軽視を意味

する。 

議長国日本は 2020 年までの

FTAAP 構築を主張したが、それでは

遅いとする米国と慎重な中国との間

で意見が分かれたため、結局、数字

目標の導入には至らなかった。

FTAAPの実現を睨んでAPECの非拘

束原則を修正しようとする試みもあ

ったが、一部東アジア諸国の反対が

根強く、APEC の 3 つの特徴を変え

る動きにはつながらなかった。

FTAAP への道筋を描くなかで、将来

も拘束力を持てないという APEC の

限界が改めて浮き彫りとなった。 

 

３．TPP は APEC の先遣隊 

 

現在、TPP 交渉は一部の APEC 加

盟国によって行われているが、

APEC とは切り離されている。その

理由は、第 1 に、APEC は自由化交

渉をする組織ではないため、APEC

内での FTAAP の実現に向けた取り

組みは難しい。 

第 2 に、FTAAP 実現のためには、

APEC の行動規範を変えて、差別性、

交渉方式、法的拘束力などを導入す

る必要がある。しかし、APEC には

それを支持する雰囲気が十分に醸成

されていない。 
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第 3 に、差別的で法的拘束力のあ

る FTA の導入は、無差別で罰則規定

のない APEC のアプローチから逸脱

しており、APEC 内のコンセンサス

が得られにくい。 

このため、FTAAP の実現にあたっ

ては、2001 年に APEC で採択された

「パスファインダー・アプローチ

（pathfinder approach）」という方式が

導入された。メンバーの全部が参加

しなくても一部だけでプロジェクト

を先行実施し、他のメンバーは後か

ら参加するやり方だ。APEC の内で

はなく外から、TPP などの拡大を通

じて FTAAP の実現を目指すことに

なった。 

米国がTPP交渉への参加を決めた

理由も、結局、ここにある。APEC

から FTAAP への移行は拘束ベース

の導入を意味する。東アジアの中に

は中国など法的拘束力を嫌って

FTAAP に慎重なメンバーも少なく

ない。全会一致が原則の APEC での

協議は、FTAAP を骨抜きにしてしま

いかねない。このため、米国は TPP

に APEC の先遣隊のような役割を期

待し、TPP 交渉への参加を決めた。 

４．TPP はビルディング・ブロッ

クか 

 

アジア太平洋地域は FTA 締結競

争の様相を呈しており、APEC 域内

においては二国間および地域間の

FTA が多数存在する。APEC で問題

となったのは、これら FTA の増加が、

APEC 全体の自由化を目指すボゴー

ル目標の達成にとってビルディン

グ・ブロック（building block：積み

石）となるのかどうかだ。 

2004 年 11 月の APEC サンチャゴ

会議では、FTA が APEC 域内の貿易

自由化に貢献し得るとして、二国間

や地域間の FTA を加速する方針が

打ち出された。注目されるのは、「ベ

スト・プラクティス（Best Practice：

最善の慣行）」と呼ばれる FTA の模

範例を示したことである。APEC 域

内における二国間・地域間 FTA の急

増とボゴール目標の達成をどう整合

させるか、その具体的な方策が明ら

かにされている。 

APEC 域内の FTA 締結については、

表 1 のように、APEC の原則・目標

との整合性、GATT 第 24 条との整合

性、WTO＋αの取り組み、透明性、
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貿易円滑化、経済・技術協力など、

FTA ベスト・プラクティスの遂行が、

APEC メンバーに求められたのであ

る。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ APEC における FTA ベスト・プラクティス（骨子） 
 

APEC メンバーによる自由貿易協定（FTA）は、以下の特徴を備えることにより、
APEC のボゴール目標の達成に資するものとなる。 
1．APEC の原則・目標との整合性：APEC 大阪行動計画第 1 部を対象とし、

同計画の一般原則と整合的で、ボゴール目標に向けた取組みを推進する。
2．WTO との関係：WTO 協定（とくに GATT 第 24 条など）と整合的である。 
3．WTO を超えた取組み：WTO に先行して貿易・投資ルールを設ける。 
4．包括性：対象領域は包括的にし、全分野の自由化に備えること。センシティ

ブ分野の関税は最小限に留める。 
5．透明性：締結された協定は、英文で各国と APEC のウェブサイトを通じて

公開する。 
6．貿易円滑化：WTO 協定や APEC 原則に則った貿易の円滑化と取引費用の削

減を目指す。 
7．紛争解決：調停・仲裁等の実効的な紛争処理制度を導入する。 
8．原産地規則：貿易を円滑にする複雑でない原産地規則を規定する。 
9．協力：APEC 大阪行動計画第 2 部についての経済・技術協力に関する規定

を含む。 
10．持続可能な開発：持続可能な開発の 3 つの柱（経済・社会開発、環境保護）

を FTA に密接に関連させる。 
11．第三国の参加：開かれた地域主義との APEC 理念に則し、第三国が同様な

条件で FTA に参加することを可能にする規定を含む。 
12．見直し条項：協定の内容を更に変更するために定期的な見直しに関する条

項を含む。 
 
（参考） 
1．大阪行動計画第 1 部の規定事項：関税、非関税措置、サービス、投資、基

準・適合性、税関手続き、知的所有権、競争政策、政府調達、規制緩和、
WTO 義務の履行、紛争解決、ビジネス関係者の移動、情報収集・分析、市
場機能の強化という貿易・投資の自由化・円滑化関連分野。 

2．大阪行動計画の一般原則：包括性、WTO 整合性、同等性、無差別性、透明
性、スタンドスティル（保護の水準を現在以上に高めない）、同時開始・継
続的過程及び異なるタイムテーブル、柔軟性、協力、有用性、漸進性、有効
性。 

3．大阪行動計画第 2 部の規定事項：農業技術協力、エネルギー、漁業、人材
養成、産業技術、インフラストラクチャ―、海洋資源保全、中小企業、電気
通信及び情報、観光、貿易促進、運輸。 

（資料）外務省。 
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TPP は FTAAP 実現の手段と位置

づけられる。だが、TPP は APEC の

FTA ベスト・プラクティスと整合的

でない部分もあるが、それでも、

APEC を FTAAP に移行させる TPP

は、APEC にとってビルディング・

ブロックといえる。 

FTAAP の実現に向けて、APEC と

TPP は補完的な関係を作り上げてい

る。なぜなら、APEC 内で FTAAP を

実現しようとすれば、APEC の変質

を余儀なくされることは必至。しか

し、TPP のお蔭で、APEC を変質さ

せることなく、FTAAP の実現に向け

て、インキュベーター（孵卵器）の

役割を果たすことができるからであ

る。 

APEC は、FTAAP の実現に向けて、

FTAAP に含まれるべき「次世代型」

の貿易・投資問題を整理し、対処す

ることに重要な役割を果たすことが

期待されている。 

 

Ⅲ APEC の役割は終わっていない 

 

１．APEC の新 IAP プロセス 

 

アジア太平洋地域の経済統合は、

TPP、RCEP、日中韓 FTA が軸になろ

うとしている中で、APEC の存在感

が薄くなっている。だが、APEC の

役割はまだ終わっていない。APEC

はインキュベーターとして FTAAP

を実現する重要な役割を担っている。 

10 年以上にわたる WTO ドーハ・

ラウンドの交渉が頓挫する一方、二

国間・地域間の FTA 交渉が活発とな

っている中で、APEC もボゴール目

標達成に向けて自発的自由化を推進

してきた。APEC における自由化・

円滑化の持続的な取り組みは、

FTAAP の基盤になる。 

APEC はボゴール目標達成に向け

て、1997 年から個別行動計画（IAP）

のもとに自由化を実施しているが、

2010年のAPEC横浜会議では、APEC

エコノミーがボゴール目標をどの程

度達成したか、達成状況の中間評価

が行われた。対象は、ボゴール宣言

で指定された 5 先進エコノミー（米

国、日本、カナダ、豪州、NZ）と自

発的に評価を申し出た 8 エコノミー

（チリ、香港、韓国、マレーシア、

メキシコ、ペルー、シンガポール、

台北）の 13 エコノミーである。 

中間評価は、13 エコノミーについ
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ての個別評価でなく、全体的な評価

のみが公表され、13 エコノミーはボ

ゴール目標達成に向けて顕著な進展

があり、IAP プロセスがアジア太平

洋地域の高成長をもたらしたと総括

している。 

しかし、その一方で、関税、非関

税障壁、サービス、投資、知的財産

権、政府調達などのセンシティブな

分野でなお障壁が残存しているとし

て、貿易・投資の自由化・円滑化の

更なる推進の必要性を強調している。

横浜宣言では、2020 年のボゴール目

標達成に向けて、21 全てのエコノミ

ーが IAP プロセスを継続することを

約束した。 

他方、APEC の自主性と非拘束の

原則の下で、各メンバーがボゴール

目標の達成に向かって前進すること

を推奨するために、1999 年以来各メ

ンバーの IAP のピア・レビューを行

ってきた。2011 年 5 月モンタナでの

APEC 実務者会合（SOM）では、21

エコノミーが 2020 年に向けた IAP

のピア・レビューのプロセスを強化

した「新 IAP ピア・レビュー・プロ

セス」が採択された 8）。 

２．APEC の新たな課題と争点 

 

APECはFTAAPの実現に向けてイ

ンキュベーター（孵卵器）としての

貢献を期待されている。今後、自由

化に関するボゴール目標の達成のほ

か、ルールづくりを目指す次世代貿

易・投資の課題への取り組みを促進

しなければならない。しかし、

FTAAPとTPPの浮上によってAPEC

内に不協和音が生じている。先進国

と途上国の対立も目立ち始めている。 

2011 年 11 月の APEC ハワイ会合

では、米中が激しく対立した。中国

は、米国が提示した首脳宣言のアジ

ェンダが「過度に野心的」と反発し、

とくにイノベーション政策に関する

共通原則と環境物品・サービスに対

する関税および非関税障壁の削減な

どについては強く抵抗した。中国は、

TPP など自由貿易体制の問題を新し

い戦線と見なし、途上国の立場から

米国に対抗していく姿勢を示した。

その後の APEC 会合でも、環境物品

の自由化とイノベーション政策につ

いては米中の対決色が強まっている。 

以下、APEC における新たな課題

とその争点について簡単にまとめて
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おこう。 

 

（1）環境物品貿易の自由化 

 

APEC では、経済成長と環境保護

を両立させる「グリーン成長」を目

標に掲げ、その実現に向けて環境物

品の自由化について議論してきた。

環境物品の関税削減は、製品をより

安く輸入することで、グリーン成長

を促進させ、域内の貿易や雇用にも

好影響をもたらす。環境物品とは、

環境対策に必要な物品、または類似

の用途をもつ物品に比べて相対的に

環境負荷の低い物品のことである。 

2011 年 11 月の APEC ハワイ会合

で、APEC 環境物品の関税削減（2012

年までに対象品目を確定し、2015 年

までに関税を 5％以下に削減）を合

意した。しかし、環境物品リストの

作成では一部の国から反対も強く、

翌年 9 月の閣僚会議までにまとめる

ことができるのか懸念された。 

2012年 9月のウラジオストックで

開催された APEC サミットでは、貿

易自由化の対象となる 54 品目の環

境物品について合意した。具体的に

は、再生可能エネルギー関連製品、

水・汚水処理関連機材、大気汚染制

御装置、環境測定機器などが含まれ

る。 

WTO ドーハ・ラウンドも、環境物

品の自由化交渉を進めてきたが、加

盟国の対立により交渉が停滞してい

た。APEC で初めて具体的な品目が

決まったという点で、今回の合意は

画期的である。 

しかし、今後の課題も残る。APEC

での合意は、WTO と比べると実効力

が弱い。目標には法的拘束力もない

からだ。また、APEC リストの定義

に曖昧さが残る。明示されているの

は HS6 桁までであり、HS７桁以下

をどこまで自由化するかは各国の裁

量に委ねられている。先進国にとっ

ては十分満足できるリストではない。

今回のリストを出発点と位置づけ、

今後も品目の拡大を模索する構えだ。 

 

（2）市場主導型のイノベーショ

ン政策 

 

2011 年 11 月ハワイの APEC 首脳

会議での合意（ホノルル宣言）にお

いて、FTAAP に向けた次世代貿易・

投資の課題の 1 つとして、「イノベー
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ションと貿易」を特定し、「効果的、

無差別かつ市場主導型のイノベーシ

ョン政策」の推進について合意。自

由で開かれたイノベーション環境の

維持・発展と、保護主義的政策の抑

止に向けた APEC 域内での共通原則

を策定した。 

APEC がイノベーション政策を推

進する理由は何か。第 1 に、技術開

発の規模拡大、不確実性とリスクの

増大などにより、企業内や自国のみ

でイノベーション活動を行うことは

もはや限界である。環境エネルギー

分野など、今後、先端的な技術革新

を実現していくためには、企業の枠

や国境の壁を超えたオープン・イノ

ベーションが有効となる。 

第 2 に、企業の意思に基づかない

技術移転の要求（知的財産権の保護

に係る事項や技術ライセンス取引へ

の政府の不当な介入など）、政府調達

における国産品優遇など、外国製品

や外資に差別的な措置の実施を放置

すれば、自由で公正な競争が行われ

ず、国境の壁や企業の枠を超えた連

携・協力を通じたイノベーションの

機会も失ってしまう 9）。 

「効果的、無差別かつ市場主導型

のイノベーション政策」は、表 2 か

ら明らかなように、知的財産権や規

格・基準などで域内共通のルールを

作成し、国境を越えて新しいビジネ

スを展開しやすいような基盤をつく

る政策に他ならないが、これは TPP

の目指すものと一致している。 

TPP は APEC におけるイノベーシ

ョンの起爆剤となる可能性を秘めて

いると言える。だからこそ中国はハ

ワイでの APEC 首脳会議で米主導の

イノベーション政策に反発している

のである。中国は当面 TPP に参加で

きる状況ではないからだ。 

2012年のロシアでのAPEC首脳会

議でも、域内のイノベーション促進

のための対策について議論され、①

科学・技術・イノベーション分野で

の産官学からの代表者による政策対

話の促進、②実用化前の技術、及び

それを活用した製品・サービスの市

場開拓の可能性について議論する場

の設置、などが合意された。 

2011 年のハワイ会議で合意され

たイノベーション政策が市場主導型

であり、ビジネス環境整備を通して

のイノベーション創出に重点があっ

たのに対し、2012 年のロシア会議で
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はメンバー国間で拡大するイノベー

ション能力の格差是正に重点が置か

れた。 

議長国のロシアは、技術移転の促

進によって APEC 域内の経済成長が

促されると主張。イノベーション促

進のための経済技術協力の一環とし

て、技術移転基金を創設しようと提

案した。中国は支持したが、米国が

反対した。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 効果的、無差別かつ市場主導型の 

イノベーション政策のための共通原則 
 

1．ヒト・モノ・カネや先進的な発想などが、自由に行き交うオープンな経済

地域を実現。 
2．新しいビジネスモデルの登場を阻害しない、競争的な市場環境を構築する。 
3．透明で、内外無差別の規則・制度を保持し、規制撤廃に際しては、利害関

係者に対する適正な手続きを保障する。 
4．海外からの投資をオープンに受け入れる投資環境を実現する。 
5．イノベーションと競争を促し、物品・サービスのグローバル市場の形成に

資する国際的な標準の活用を慫慂する。 
6．不必要な貿易障壁となったり、イノベーションを委縮させる過剰な技術基

準等を排除する。 
7．「規制改革に関する APEC－OECD 統合チェックリスト」に沿った、透明

性のある規制の制定・執行を確保する。 
8．知的財産権を実効的に保護・執行し、中小企業も含めたイノベーションの

担い手による先端技術への投資を促進する。 
9．政府調達において、特許の取得地などにより企業を不当に差別することを

行わない。 
10．技術供与や製造工程等の契約に関する企業の自主性を尊重し、WTO ルー

ルに沿わない国家の不当な介入を禁止する。 
11．「政府調達に関する APEC 非拘束原則」に沿った、差別のない競争的な政

府調達を実施する。 
12．プライバシーや情報セキュリティに関するものなど、情報通信技術政策に

ついて、貿易に与える負の影響を最小限に止めるとともに、国際調和を図

る。 
13．周波数帯を効果的かつ効率的に管理し、正統性のない制限を行わず、革新

的な利用に資する周波数帯の活用を促す。 
14．アジア太平洋ワイドで研究者や研究機関の交流を促し、アジア太平洋地域

が直面する諸課題を解決できるイノベーションを促進する。 
＊上記の効果的、無差別かつ市場主導型のイノベーション政策を推進するため、

キャパシティ・ビルディングに係る取組を行う。 
（資料）経済産業省「首脳宣言附属書 A」。 
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このように、イノベーションの促

進については、保護主義的な閉じた

イノベーション政策の是正（市場主

導型イノベーションの促進）を目指

す先進国と、技術移転の促進を求め

る新興国との間で、思惑のズレがあ

る。今後この溝をどう調整していく

べきかが、課題である。 

 

（3）次世代貿易・投資の課題と

ABAC 

 

そうした対立の構図がみられる中

で、APEC がインキュベーターとし

ての役割を果たしていくためには、

どのような点に留意すべきか。今後、

FTAAP を視野に入れたルールづく

りを目指す新分野（次世代貿易・投

資の課題）をいかに特定するかがカ

ギである。 

その際、先進国と途上国の対立に

よって議論が膠着状態に陥るような

事態をできるだけ避け、双方がウィ

ン・ウィンとなるようなアジェンダ

の設定がどこまでできるかが議論の

成否を握る。 

そうした点から、重要視されるの

が ABAC（APEC ビジネス諮問委員

会）の役割である。民間の立場から

APEC 域内の貿易投資の自由化・円

滑化と経済・技術協力の促進のため

に APEC が取り組むべき重要課題を

特定するとともに、それらの課題に

対応するための措置について、

APEC 首脳に提言を行っている。 

ABAC が 2011 年度に提言した次

世代型課題は、具体的には、①サプ

ライチェーン・コネクティビティ（連

結性）の強化、②新たなサービス自

由化・円滑化アジェンダの開始、③

食料安全保障の強化、④エネルギー

効率の向上と環境物品・サービス貿

易の円滑化によるエネルギー安全保

障への対応、⑤技術の普及、イノベ

ーションおよび最先端技術投資の促

進、などが挙げられている 10）。 

このうち①と②について、ポイン

トだけ簡単に言及しておこう。 

域内サプライチェーン改善のため

にやるべきことは多い。APEC は、

域内サプライチェーンの効率を

2015 年までに 10％改善することを

目標としている。アジア太平洋地域

における物品・サービスの移動の時

間、費用を削減し、不確実性を緩和

するとの観点から、規制の一貫性・
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透明性が不可欠である。ABAC は、

シングル・ウィンドウ（単一受付窓

口）・コンセプトや統合化された衛星

ナビゲーション・システム（Glonass

や GPS など）のより広範な活用を含

め、APEC 内の税関要件や手続きの

統一化を提唱している。 

サービス分野は APEC エコノミー

のGDPの50％以上、域内雇用の60％

以上を占めており、経済成長に大き

く貢献している。ABAC は、こうし

た事実に鑑み、APEC 内のサービス

貿易・投資の自由化という目的に特

化した新たなイニシアティブを開始

すべきであり、また、サービス分野

における規制のベスト・プラクティ

スを特定すべきであると提言してい

る。 

 

（4）活発化するプルリ合意の動き 

 

WTO のドーハ・ラウンドの停滞に

より、FTA 締結が活発となっている

が、それとは別に、最近注目されて

いるのが「プルリ協定（pluri-lateral 

agreement）」である。これは有志国

間の協定であるが、包括的な広域

FTA と異なり、政府調達や情報技術、

サービスなど個別の通商分野ごとの

複数国・地域間の枠組みである。プ

ルリ合意の動きは何を示唆している

か。 

例えば、 WTO 情報技術協定

（Information Technology Agreement： 

ITA）を見てみよう。1997 年に発効

した ITA は、IT 関連製品および部品

に課された関税の撤廃を目指した協

定である。1996 年 12 月に 29 カ国が

合意、その後参加国を増やし、現在

は 75 カ国まで拡大した。 

しかし、ITA の改定は行われてお

らず、その対象品目は変わっていな

い。当時は普及していなかったデジ

タル製品も多いため、IT 分野で更な

るイノベーションの展開を奨励する

ためにも、ITA の対象品目の見直し

が必要であるはいうまでもない。 

そうしたなか、2011 年のホノルル

宣言は、ITA の対象品目と加盟国の

拡大を目指す改定交渉において

APEC が主導的な役割を果たすこと

で合意した。2012 年 5 月、日本、米

国、韓国などが ITA 対象品目の見直

しを提起したのを契機に、ITA 交渉

は再び動き出した。9 月から拡大候

補品目リストの具体的な検討に入っ
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ている。2013 年 3 月の ITA 主要国会

合で、7 月にも大筋合意することで

一致、12 月の WTO 閣僚級会合での

正式合意を目指している。 

実は、ITA は APEC での議論が発

端である。1994 年の四極通商会議

（日米加 EU）で米国によって提案

されたが、EU の反対により全く進

展が見られなかった。そうしたなか、

APEC で ITA が主要議題に取り上げ

られ、1996 年 11 月の APEC 首脳会

議が WTO に対して ITA の早期締結

を要請したことで、ITA は日の目を

見ることとなった。 

先進国と途上国から構成される

APEC が、WTO の ITA 交渉の事前協

議の場となった格好だ。今回の ITA

見直しについても、APEC に同様の

貢献が期待されていた。 

いま注目されるもう一つのプルリ

合意の動きが、サービス貿易新協定

（ 仮 称 TISA ： Trade in Services 

Agreement）である。TISA は、1995

年のサービス貿易一般協定（GATS）

を全面的に見直し、新しいサービス

貿易のルール作りを目指している。

具体的にどのような分野を自由化の

対象とするかはまだ白紙である。

2013 年 3 月に、TISA に関する有志

国会合（日米を含む 22 カ国・地域）

が開催された。 

これは、多国間の交渉の枠組みを

変えようとする動きといえる。サー

ビス自由化交渉はドーハ・ラウンド

の主要議題の一つであるが、サービ

ス自由化に積極的な先進国と消極的

な途上国の対立を調整できず、交渉

は行き詰まっている。このため、2012

年に入り、WTO の全メンバーではな

く、サービス自由化に前向きなメン

バーだけで高度なプルリ協定の締結

に向けた交渉を進めようとしている。 

なお、TISA の動きに対しては、中

国やブラジルなど一部の新興国や途

上国から、ドーハ・ラウンド全体へ

の悪影響を及ぼすとして懸念が表明

されている。また新たな対立の火種

ができてしまった。 

いずれにしても、今後、こうした

プルリ協定づくりへの APEC の対応

のあり方が、プルリ合意成否のカギ

を握ることになろう。 
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３．TPP をめぐる米中角逐と

APEC 

 

WTO 交渉の進捗には時間がかか

る。そのため、その間のルール作り

をアジア太平洋地域で進める意義は

大きい。TPP は「21 世紀型の FTA」

と呼ばれるように、高水準の包括的

な FTA となると期待されている。し

かし、その一方、TPP の登場で、TPP

に参加する国とすぐには参加できな

い国との間で、APEC 内で対立が生

じる可能性がある。 

米国が期待する TPP の利益は、現

在の交渉参加国のみを前提にした静

態的なものだけではない。今後 TPP

の拡大によってもたらされる動態的

なものも重視されている。米国の狙

いは、TPP を通じて高度で包括的な

FTA を APEC 全体に広げ、アジア太

平洋地域の新たな通商秩序を構築す

ることだ。当然、中国の参加も視野

に入れているが、最後に参加してく

れた方がむしろ都合がよいというの

が本音だろう。米国としては、与し

やすい国を相手に米国主導で、米国

の価値観を反映させたハードルの高

いルールを作ってしまいたいのだ。 

米国は中国の「国家資本主義」

（state capitalism）に頭を悩ませてい

る。中国政府が国有企業に民間企業

よりも有利な競争条件を与え、公正

な競争を阻害しているからだ。市場

原理を導入しつつも、政府が国有企

業を通じて積極的に市場に介入する

のが国家資本主義。米国は TPP を通

じてこの国家資本主義と闘うつもり

だ 11）。 

国家資本主義のもとで、国有企業

が多く、貿易障壁の撤廃も難しい中

国が、すぐにハードルの高い TPP に

参加する可能性は、現時点でほとん

どない。しかし、今後、APEC 加盟

国が次々と TPP に参加し、事実上

FTAAP と呼ぶにふさわしい規模に

近づけば、中国の選択は変わるかも

しれない。 

当面は中国抜きでTPP交渉を締結

させ、その後、APEC 加盟国からの

TPP 参加を通じてアジア太平洋地域

における中国包囲網の形成を目指す。

最終的には投資や競争政策、知的財

産権、政府調達などで問題の多い中

国に、TPP への参加条件として国家

資本主義からの転換とルール遵守を

迫るというのが、米国の描くシナリ
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オであろう。「TPP に参加したいので

あれば、自らを変革する必要がある」

というのが中国へのメッセージだ。 

一方、中国は TPP 交渉が始まって

も当初は平静を装い、これと距離を

置いてきた。しかし、日本の協議入

り表明をきっかけに、TPP が一気に

拡大する可能性も出てきたため、中

国は米国主導のTPP交渉の動きに焦

りと警戒を強めている。 

このため、中国は対抗策として、

米国を介在させずに中国独自の経済

統合を加速させようと、ASEAN や

日韓への働きかけを強めている。こ

うして、2013 年に入り、日中韓 FTA、

さらには ASEAN＋6 をベースにし

た RCEP（東アジア地域包括的経済

連携）の交渉が始まった。アジア太

平洋地域における経済連携の動きは、

米中による「陣取り合戦」の様相を

呈している。 

今後、米中の角逐が強まる中で、

TPP と東アジア経済統合（日中韓

FTA、RCEP）が同時並行的に進行し

ていくことになるが、注意すべき点

は、その背景に、国家資本主義対市

場経済という対立の構図が顕在化し

つつあることだ。中国は、TPP を横

目で見ながら、国家資本主義の体制

を維持しながら東アジアの経済統合

を進めようとしている。 

2011 年 11 月の APEC ハワイ会合

以降、アジア太平洋地域における米

中の覇権争いが激しさを増している。

だが、米中の角逐によるアジア太平

洋の分断は、絶対に回避しなければ

ならない。 

アジア太平洋地域にそれぞれが主

導する形で二つの経済圏ができると

しても、最終的には米中両国を含む

一つの経済圏に収斂させなければな

らない。TPP と東アジア経済統合の

つなぎ役として、米中がともに参加

する APEC を活用するのが最も現実

的であろう。具体的には、APEC に

おけるインキュベーター機能を活用

しながら、FTAAP への収斂を目指す

べきだ 12）。 

日本は地政学的な有利性を今こそ

生かすべきだ。日本が結節点になり、

TPP と東アジア経済統合を融合させ

ることが、日本の役割である。TPP

と東アジア経済統合が融合すれば、

アジア太平洋地域に新たな成長力が

生まれる。日本に求められているの

は、米中の覇権争いを防ぎ、アジア
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太平洋地域における新たな通商秩序

の構築に向けてイニシアティブを発

揮することである。 

 

注 

1）APEC 参加を渋る ASEAN を APEC に参

加させるため、APEC 運営の主導権が

ASEAN に与えられた。APEC 参加によ

り ASEAN が溶解・分裂することを恐れ

た ASEAN の懸念を払拭する狙いがあ

った。 

2）詳しくは、馬田（1995）を参照。 

3）EVSL 失敗の背景は、山澤（2001）第 5

章第 3 節に詳しい。 

4）原則、関税を完全に撤廃する極めて自由

化度の高い FTA で、物品貿易やサービ

ス、政府調達、知的財産権、環境、労働

まで含む広範な分野を対象としていた。

ただし、当初は投資と金融サービスは対

象外で、08 年 3 月から交渉することに

なっていた。 

5）その後の米国の TPP 戦略については、

馬田（2011）を参照。 

6）バーグステン（2005）は、FTAAP の意

義として、①ドーハ・ラウンド合意に向

けた触媒、②ドーハ・ラウンドが失敗し

たときのセカンドベスト策、③二国間

FTA の増加を抑制、④アジア太平洋地

域が東西に分断されることへの防止、⑤

米中摩擦のリスクを緩和、⑥APEC の活

性化、などを挙げている。 

7）APEC の変質については、寺田（2011）

を参照。 

8）①新 IAP プロセスは大阪行動指針の 14

分野と、その後追加された分野（透明性、

FTA など）を含む。ただし、2010 年に

評価を受けた 13 エコノミーは、残存制

限分野に絞ってよい。②各エコノミーは、

各分野の主要な新活動を隔年に報告し、

最終報告は 2020 年に行う。APEC/SOM

（2011）. 新 IAP プロセスについては、

山澤（2012）を参照。 

9）イノベーション政策の共通原則が策定さ

れた背景の一つとして、中国の「自主創

新」政策が挙げられる。「自主創新」政

策とは、自国の技術を育成するため、中

国で開発された IT 関連の製品を政府調

達で優遇するという政策だ。外国製品が

中国市場から締め出されかねないと、外

資企業から懸念の声が上がっている。 

10）ABAC（2012）. 

11）TPP と国家資本主義については、馬田

（2012）を参照。 

12）APEC 自体が FTAAP 達成の基盤になら

ねばならない。TPP と ASEAN プラス

（RCEP）はアジア太平洋を上から引っ
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張るが、APEC はそれを下から押し上げ

るのである。山澤（2012）。 
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